
　

24
年
度
の
基
金
積
立
額
は
、16
億
３
，９
０
４
万
円
で
、前

年
度
に
比
べ
１
億
１
，０
８
９
万
円
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

内
容
は
、昨
年
度
の
繰
越
金
の
２
分
の
１
以
上
を
積
み
立

て
る
こ
と
と
規
定
さ
れ
て
い
る
財
政
調
整
基
金
に
３
億
４
，

４
１
３
万
円
、ま
た
新
た
に
防
災
･
減
災
や
災
害
復
旧
･
復

興
な
ど
の
た
め
の
防
災
対
策
基
金
に
5
億
円
、定
住
自
立
圏

基
金
に
２
億
４
，３
９
６
万
円
な
ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。

 　

24
年
度
末
の
基
金
現
在
高（
左
図
）は
、昨
年
度
に
比
べ
16

億
２
，５
５
１
万
円
増
加
し
て
い
ま
す
。ま
た
、市
民
一
人
あ

た
り
で
は
、3
0
1
，6
2
4
円
と
な
り
ま
す
。

基金積立(一般会計積立金)

24年度の基金積立額は、16億3,904万円５
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18
年
度
末
基
金
現
在
高

５
２
億
７
，３
４
７
万
円

19
年
度
末
基
金
現
在
高

６
１
億
１
，６
１
７
万
円

20
年
度
末
基
金
現
在
高

６
１
億
４
，１
２
１
万
円

21
年
度
末
基
金
現
在
高

６
６
億
６
，０
１
５
万
円

22
年
度
末
基
金
現
在
高

７
２
億
７
，４
１
２
万
円

23
年
度
末
基
金
現
在
高

８
７
億
２
，７
４
３
万
円

24
年
度
末
基
金
現
在
高

１
０
３
億
５
，２
９
４
万
円

基金現在高の推移基金現在高の推移基金現在高の推移
　
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」（
財

政
健
全
化
法
）に
よ
り
、地
方
公
共
団
体
は
、毎
年
度
、実
質

的
な
赤
字
や
外
郭
団
体
を
含
め
た
実
質
的
な
将
来
負
担
等

に
係
る
指
標（「
健
全
化
判
断
比
率
」）と
、公
営
企
業
ご
と
の

資
金
不
足
率（「
資
金
不
足
比
率
」）に
つ
い
て
監
査
委
員
の

審
査
を
受
け
、そ
の
意
見
を
付
し
て
議
会
に
報
告
し
、か
つ
公

表
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

市
の
24
年
度
決
算
に
基
づ
く
健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不

足
比
率
は
左
の
と
お
り
で
す
。い
ず
れ
も
早
期
健
全
化
基
準

を
下
回
っ
て
い
ま
す
が
、厳
し
い
財
政
状
況
を
踏
ま
え
、自
主

財
源
の
確
保
を
図
る
と
と
も
に
、合
理
的
な
歳
出
削
減
を
行

う
な
ど
、今
後
も
行
財
政
改
革
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

健全化判断比率
資金不足比率
財政判断指標の公表７
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早
期
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全
化
基
準
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す
べ
て
満
た
す

早
期
健
全
化
基
準
は
す
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満
た
す

早
期
健
全
化
基
準
は
す
べ
て
満
た
す

　

24
年
度
の
滞
納
額
は
9
億
972
万
円
で
す
。

　

預
金
や
生
命
保
険
、給
与
な
ど
422
件（
南
国
･
香
南
･
香

美
租
税
債
権
管
理
機
構
の
差
し
押
さ
え
114
件
を
含
む
）の
差

し
押
さ
え
を
行
い
ま
し
た
。

　

24
年
4
月
に
発
足
し
た
同
機
構
と
の
連
携
で
、税
負
担
の

公
平
を
図
る
上
か
ら
も
組

織
一
丸
と
な
っ
て
徴
収
率

ア
ッ
プ
に
向
け
、よ
り
一
層

努
力
し
て
い
き
ま
す
。

滞納(未収金)

滞納額の総額は、約9億0,972万円６
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実質赤字比率
一般会計の赤字から財政運営

の深刻度をみる比率

資金不足比率 香南市 経営健全化基準 財政再生基準

資金不足比率
企業会計の資金不足割合から
経営状況の深刻度をみる比率

連結実質赤字比率
すべての会計の赤字から財政
運営の深刻度をみる比率

実質公債費比率
借金の返済額等の大きさから
資金繰りの危険度をみる比率

将来負担比率
市が抱える負債の残高から将来
財政への圧迫度をみる比率
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健全化判断比率 香南市 早期健全化基準 財政再生基準

（　）は前年度比

地方公共団体の財政の健全性に関する指標

地方公営企業の経営の健全性に関する指標

※実質公債費比率が18%を超えると、借金借入に県知事の許可が必要になります
※実質公債費比率が25%を超えると、単独事業の借金借入が制限され、市独自の
事業は、ほとんどできなくなります

※「－」は赤字が生じていない（該当なし）ことを表示

延滞金収入の推移

※延滞金
　市税（４税）・介護保険料・後
期高齢者医療保険料の納期限が
過ぎた場合にかかるペナルティ
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１,５９０
万円

　財政状況は、２３年度と比較すると、財政力指数

は前年度と同じですが、経常収支比率及び実質

収支比率が上昇し、財政の硬直化が進んでいます。

　しかしながら、実質公債費比率は上記表のとおり

前年度に比べ低下し、将来負担比率は算定が始まっ

て以来、初めてのマイナス値となり大幅に改善され

ています。
　税等の滞納については「南国・香南・香美租税

債権管理機構」の徴収活動等により未収金（滞納）

が前年度に比べ約4,000万円減少しており、さらな

る活動に期待しています。今後も自主財源確保の

ために、滞納金の徴収事務について組織全体で取

り組みをお願いします。　景気の持ち直しの動きがみられるものの総じて

厳しい状況にありますので、今後もより一層諸経費

の削減と施策の緊急度を的確に把握し、行政の簡

素化・効率化に努め将来を展望した計画的な行財

政運用によって健全財政の維持向上を図ることが

喫緊の課題であると考えます。　最後に、市民が将来にわたって安心して暮らす

ことのできる「まちづくり」と、市のさらなる発展に

期待しています。

　平成24年度の決算は、前年度からの繰越金の

増や、公債費の削減などにより、形式収支（歳入

総額と歳出総額との差引額）は、8億8,661万
円の

黒字となりました。

　しかし、これまで人件費の縮減や公債費の繰上

償還など、財政の健全化を進めてきましたが、平

成28年度から普通交付税が段階的に減額されてい

くなど、市の財政はまだまだ厳しい状況が続くと

思われます。

　また、前年度の歳入額とほぼ同額の借金残高を

抱えている一方、基金の現在高はその半分程度と

なっています。

　このような状況のなか、避難タワーの建設を

はじめとする南海地震対策など、香南市3万4

千人の命と生活を守るための課題が山積みし

ていますが、施策実現のために、なお一層の

歳入確保や歳出削減を図ってまいります。

■問い合わせ　財政課　　57-850
2

24年度決算審査意見書等を
監査委員から市長へ提出

24年度決
算　総括

さらなる歳入確保、歳出削減の努力を！健全な財政運営に向けて！
平成24年度までの主な滞納額
市民税

軽自動車税

介護保険料

給食費

下水道使用料

幼稚園授業料

住宅新築資金等貸付金

９,５５３万円

１,１７６万円

１,８３６万円

１,２８２万円

５１１万円

７８万円

１億９,１１７万円

市
税
４
税

固定資産税 １億７,７２１万円

国民健康保険税 ２億８,５３２万円

後期高齢者医療保険料 ４７５万円

水道使用料 ４,５５２万円

保育料 １,３５３万円

住宅使用料 ４,７８６万円

合計額 ９億０,９７２万円

平成24年度　決算報告 平成24年度　決算報告
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